
武蔵村山市　令和７年度事務事業評価調書

事
務
事
業
の
概
要

事務事業名 広域連携推進事業

施策名称 第６章　計画の推進に向けて 　第３節　広域行政　

所管部署 企画財政 部 企画政策

目的 　市域を越えた広域的な連携による効率的な行政運営を推進する。

SDGsの取組

17 パートナーシップで目標を達成しよう

内容
　本市のほか、昭島市、東大和市、瑞穂町及び長野県栄村との連携によ
り、各自治体の小学校4年生から6年生までの子どもたちが本市の姉妹都
市である栄村にて2泊3日の雪国体験を行う。

課 企画政策 係 内線 372

根拠法令等 ―

事
務
事
業
の
実
施
状
況

評
価
指
標

指標名 単位 区分 令和5年度

64

2

事業実施後のアンケートで「楽しかった」と回
答した参加者の割合

62

達成率 107% 103%

令和6年度 令和7年度

1

事業全体の参加者数 人 目標 60 60 60

実績

103% 103%

事業経費 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 市民・議会等から寄せられた意見

% 目標 90 90 90

実績 93 93

達成率

国都支出金 0 0 0

その他 3,840 4,056 4,560

事業費（千円） 3,840 4,056 4,560
財
源
内
訳

一般財源 0 0 0

0 0 0

所要人員（人） 0.00 0.00 0.00

人
件
費

会計年度任用職員以外の職員（千円） 745 809 886

所要人員（人） 0.10 0.10 0.10
会計年度任用職員（千円）

合計（事業費+人件費） 4,585 4,865 5,446

所
管
課
の
評
価

視
点
別
の
分
析

妥
当
性

市の関与は必要か 必要である

市民との協働により事業を実施しているか

　令和6年9月の決算特別委員会におい
て、貧困家庭の子供たちが参加できるよう
に参加費を無償化できないかとの意見が
あった。
　令和7年2月の事業実施時の保護者アン
ケートにおいて、親元を離れ、普段やらな
いことを体験出来て良い経験ができたなど
の意見があった。

有
効
性

廃止・休止した場合の市民への影響 影響は大きい 影響は少ない 非該当

受益者負担は適切か 適切である

見直しの余地がある

市民のニーズに適合しているか 適合している 見直しの余地がある 非該当

不適切な部分がある 非該当

施策への貢献度は適切か 適切である 不適切な部分がある

実施している 見直しの余地がある 非該当

今後の方針

【今後の方向性】 拡充 現状維持 縮小・見直し 廃止・休止・終了

困難である 検討の余地がある 非該当

令和６年度の実績 事務事業の推進に当たっての課題

　令和6年度は定員60人に対し、242名の応募があった
が、直前のキャンセルがあり、最終的には58名に栄村か
ら参加の4名を加え、計62名の参加となった。
　雪国大運動会、スキー体験、雪かきボランティア、栄
村文化体験として絵手紙教室など、2泊3日の旅程を無事
実施することができた。

　事業費の10分の８は東京都市長会の多摩・島しょ広域
連携活動助成金の交付を受け、10分の２は参加費を徴収
している。今般の物価高騰の影響で、事業費が上がって
いることから、参加費の負担も増えることが予想され
る。

効
率
性

民間委託等は可能か 困難である 検討の余地がある 非該当

事業費の更なる削減は可能か 困難である 検討の余地がある 非該当

類似事業等との統合は可能か

　平成22年度から実施している本事業は、令和2年度から令和4年度まで新型コロ
ナウイルス感染症の影響で中止としたが、事業を再開した後も多数の応募をいただ
いている状況であるため、今後も継続して事業を実施する。
　令和7年度についても、昭島市、東大和市、瑞穂町、栄村及び本市で構成する「子
ども雪国体験事業実行委員会」において、令和8年2月に実施する方向で準備を進め
ていく。

今後の方針

コスト

削減 維持 増加

成
果

向
上

（廃止・休止・終了の場合は「〇」の記入不要）

維
持

○

低
下



　当該事業は、シェアサイクル観光連携協議会（立川市、小平市、日野市、国分寺
市、国立市、福生市、東大和市、本市の8自治体及びOpenStreet株式会社で構成）
で多摩・島しょ広域連携活動助成金を活用して実施してきた事業である。令和6年度
末をもって対象期間満了となるため、今後は、他自治体と新たな事業実施方法等を
検討していく。

今後の方針

コスト

削減 維持 増加

成
果

向
上

（廃止・休止・終了の場合は「〇」の記入不要）

維
持

低
下

今後の方針

【今後の方向性】 拡充 現状維持 縮小・見直し 廃止・休止・終了

困難である 検討の余地がある 非該当

令和６年度の実績 事務事業の推進に当たっての課題

　令和6年10月1日から同年11月31日にキャンペーン
を実施した。
【キャンペーン利用実績】

（参考）【同期間の市内シェアサイクル全利用実績】

　当該事業は、多摩・島しょ広域連携活動助成金を活用
して実施してきた事業であり、令和6年度末をもって対
象期間満了となるため、今後は、他自治体と新たな事業
実施方法等を検討する必要がある。

効
率
性

民間委託等は可能か 困難である 検討の余地がある 非該当

事業費の更なる削減は可能か 困難である 検討の余地がある 非該当

類似事業等との統合は可能か

不適切な部分がある 非該当

施策への貢献度は適切か 適切である 不適切な部分がある

実施している 見直しの余地がある 非該当

合計（事業費+人件費） 1,308 79 86

所
管
課
の
評
価

視
点
別
の
分
析

妥
当
性

市の関与は必要か 必要である

市民との協働により事業を実施しているか

―

有
効
性

廃止・休止した場合の市民への影響 影響は大きい 影響は少ない 非該当

受益者負担は適切か 適切である

見直しの余地がある

市民のニーズに適合しているか 適合している 見直しの余地がある 非該当

0 0 0

所要人員（人） 0.00 0.00 0.00

人
件
費

会計年度任用職員以外の職員（千円） 1,308 79 86

所要人員（人） 0.17 0.01 0.01
会計年度任用職員（千円）

国都支出金 - - -

その他 - - -

事業費（千円） 0 0 0
財
源
内
訳

一般財源 - - -

推進 推進 終了

実績

－ －

事業経費 令和5年度決算 令和6年度決算 令和7年度予算 市民・議会等から寄せられた意見

― 目標 － － －

実績 － －

達成率

根拠法令等 多摩・島しょ広域連携活動助成金交付要綱

事
務
事
業
の
実
施
状
況

評
価
指
標

指標名 単位 区分 令和5年度

推進

2

―

推進

達成率 － －

令和6年度 令和7年度

1

シェアサイクルの利用促進 ― 目標

武蔵村山市　令和７年度事務事業評価調書

事
務
事
業
の
概
要

事務事業名 広域連携推進事業

施策名称 第６章　計画の推進に向けて 　第３節　広域行政　

所管部署 都市整備 部 交通企画・モノレール推進

目的

　広域連携が可能なシェアサイクルプラットフォームを使用している8自治体において、新
たな地域交通の担い手の一つとして、シェアサイクルが活用され定着するよう、広域利用の
PR活動等を通じて促進を図るとともに、シェアサイクルを軸とした観光地等の相互連携を推
進させるなど、新たな広域コミュニティの形成及びその活性化を行う。

SDGsの取組

17 パートナーシップで目標を達成しよう

内容

　令和6年10月から11月にかけてシェアサイクルを活用した広域的なキャンペー
ンを実施する。利用の動機付けとして、キャンペーンに参加するいずれかの自治
体のチェックインスポットにチェックインした際に、次回利用時に使用可能な
クーポン券（130円分）を配布する等して広域利用を促進させる。

課 交通企画・モノレール推進 係 内線 273

利用回数 106

利用者数 62

チェックイン回数 386

１０月 １１月 計

利用回数 1,701 1,946 3,647

利用者数 627 707 1,334


	【令和7年度】事務事業評価調書

